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〇中部地域を背後圏とする名古屋港は、コンテナ貨物、バルク貨物、完成自動車と様々な貨物をバランス
よく取り扱う港湾である。

〇令和元年、名古屋港の総取扱貨物量は1.9億トン（18年連続）、貿易黒字額は7.2兆円（22年連続）、外貿
取扱貨物量は1.3億万トン（20年連続）、完成自動車輸出台数は144万台（41年連続）で全国1位である。

〇製造品出荷額は東海5県で全国の4分の１を占めている。
〇名古屋港ではコンテナ貨物を飛島ふ頭東側CT群、飛島南側ふ頭CT、鍋田ふ頭CTの３カ所で取り扱っ
ており、飛島ふ頭南側CTは、TS１、TS2から構成されるCTで連続２バースによる運用を行っている。
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主要航路：中国・韓国・
東南アジア航路

供用開始：飛島ふ頭北(S59～H5)
NCB(S47～S59)
飛島ふ頭南(H5～H9)

主要航路：東南アジア航路、中国航路

供用開始：TS1(H20.12)
TS2(H17.12)

主要航路：北米航路、欧州航路
（基幹航路）

R1(増深改良中）

R2(増深改良中）

R3

長野県

静岡県

岐阜県

三重県

愛知県

名古屋港

１. 名古屋港の概要（１）

※CT:コンテナターミナル

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=CTTcj-oE1l3o4M&tbnid=mc22jnTQkLfKJM:&ved=0CAUQjRw&url=http://backcountry.image.coocan.jp/industry/industry4.htm&ei=shGpU_XgPI2D8gWfmYKAAQ&bvm=bv.69620078,d.dGc&psig=AFQjCNHDlYvImqAYIHd3Z7Cs_HA9xgVD5w&ust=1403675431309934


２

〇名古屋港の背後には多くの製造業が立地しており、名古屋港は背後産業の物流を支えている。
〇飛島ふ頭南側コンテナターミナルは名古屋港唯一の水深16m岸壁を有するコンテナターミナルであり、主に基幹航路（欧州・

北米航路）が就航しており、世界の各港と結ばれている。

≪名古屋港周辺における主要立地企業≫

注：令和3年10月時点

資料：各企業ウェブサイト等より作成

１. 名古屋港の概要（２）

北米
16%

欧州
44%

東南アジア
40% 飛島ふ頭南側

コンテナターミナル
R1輸出入合計

59.1万TEU

基幹航路
（60%）

≪飛島ふ頭南側コンテナターミナルに就航する航路の寄港地≫

≪取扱貨物の航路別の割合≫
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マニラポートクラン

香港
レムチャバン
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飛島ふ頭南地区

ふ頭用地
上物

道路（改良）

岸壁（-16m）（耐震）
平成17年度供用開始

泊地（-16m）

航路・泊地（-16m）

東航路（-16m）

■事業採択：平成１４年度
■工事着手：平成１４年度
■整備期間：平成１４年度～平成２８年度
■構成施設：

■全体事業費：７０３億円 （前回評価事業費：７０８億円）

計画の概要

（１）基幹航路の大型コンテナ船に対応した大水深岸壁不足への対応
〇世界におけるコンテナ船の大型化に対応し、輸送コストの削減を図り、物流効率化に貢献する。

（２）大規模地震への対応
〇将来発生が懸念されている南海トラフ地震に対する耐震性を確保し、震災後のコンテナ貨物輸送拠点として地域経済を

支える。

目的

位置図

施設名 全体事業 備考

岸壁（水深16m）（耐震） 350m

直轄
東航路（水深16m） 571ha

泊地（水深16m) 2ha

航路・泊地（水深16m) 78ha

ふ頭用地 35ha 起債

道路（改良） 2,600m 補助

上物 一式 貸付

３

航路・泊地

浚渫

ふ頭用地

岸壁

上物

道路

コンテナ貨物

構成施設イメージ

費用便益比

■Ｂ／Ｃ ： ２．５

２. 事業の目的と概要
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１）事業前の課題
〇既存施設の水深不足により、名古屋港で取り扱うことができないコンテナ貨物は、他港を利用することとなり、非効率な輸

送となっていた。
２）事業効果
〇コンテナターミナル（TS2）が整備されたことにより、大型コンテナ船の入港が可能となり、輸送距離が短縮され、輸送コスト

の削減が図られる。

輸送コスト削減便益

107億円/年

Without（整備なし）時：
大阪港、神戸港、横浜港の岸壁（-16m）を利用※1

大阪港
（最大水深-16m）

荷主

往復372km

4,380海里（片道）

名古屋港
（最大水深-15m）

バンクーバー港

 

With（整備あり）時：
名古屋港飛島ふ頭南側岸壁（-16ｍ）を利用

荷主

（愛知県発着の北米西岸航路貨物の例） （愛知県発着の北米西岸航路貨物の例）

往復46km

4,542海里（片道）

輸送コスト 1,417億円/年 輸送コスト 1,310億円/年

バンクーバー港

8,000TEU積み
-16m岸壁・航路の
整備で名古屋港で
も8,000TEU積みで
の入港が可能に

大阪港
（最大水深-16m）

名古屋港
（最大水深-16m）

 

※発着地毎に最も陸上輸送距離が短くなる港湾を利用

３. 事業効果の発現状況（輸送距離の短縮による輸送コスト削減便益（通常時））

輸送コスト削減便益の対象貨物量：14.8万TEU
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１）事業前の課題
〇耐震強化岸壁の不足により、震災時には名古屋港の施設が利用できず他港を利用せざるを得ない非効率な輸送となる。
２）事業効果
〇耐震強化岸壁が整備されたことにより、震災時にも名古屋港を利用できるため輸送コストの削減が図られる。

輸送コスト削減便益

56億円/年※

Without（整備なし）時：
横浜港の岸壁を利用

名古屋港
利用不可

往復696km 横浜港

バンクーバー港 4,253海里（片道）

 

With（整備あり）時：
名古屋港飛島ふ頭南側岸壁（-16ｍ）を利用

（愛知県発着の北米西岸航路貨物の例） （愛知県発着の北米西岸航路貨物の例）

輸送コスト 422億円/年

荷主

名古屋港
利用可能

バンクーバー港 4,380海里（片道）

荷主

 

往復46km
横浜港

被災地域

被災地域

輸送コスト 366億円/年

※想定震度6弱以上を着色
※想定震度6弱以上を着色

大阪港・
神戸港

被災エリア内のた
め追加受入不可

３. 事業効果の発現状況（輸送距離の短縮による輸送コスト削減便益（震災時））

輸送コスト削減便益の対象貨物量：3.8万TEU
※は、地震発生確率考慮前



６

〇リーマンショック後、名古屋港飛島ふ頭南側コンテナターミナルの取扱貨物量は増加し、TS2における令和元年の貨物取扱
量は29.5万TEUとなり、前回推計値とほぼ同等の取扱量となっている。

３. 事業効果の発現状況（コンテナターミナルの利用状況）

TS1（水深16m） TS2（水深16m）

29.5

29.5

0.8

26.6
32.4 29.5 29.3

44.6
49.2 48.2 47.1 47.2 44.5 44.4

49.0

61.0 59.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

TS1 TS2

≪飛島ふ頭南側コンテナターミナル≫

（万TEU)
≪飛島ふ頭南側コンテナターミナルのコンテナ貨物取扱量≫

（前回評価時（H26）推計値）
64.4

※TS2はTS1と一体運用のため、令和元年の貨物取扱量は全体の半分の29.5万TEUに設定

（資料：名古屋港統計年報）

リーマン・ショック



〇世界的に、基幹航路に投入されるコンテナ船の大型化が進展している。名古屋港でも大水深の岸壁・航路が整備されるこ
とで、整備前は主に5,000TEU級で運航されていた北米西岸向けの航路に8,000TEU級の大型船が投入されるなど、世界的
な基幹航路の大型化の動向に対応することができた。

〇国内の寄港地の関係から特定の曜日にコンテナ船の就航が集中することが多い中、TS1・TS2の水深16mの連続2バース
運用により、その動向に対応することができた。

≪飛島ふ頭南側ターミナルのバースウィンドウ≫

9,000TEU級船舶
（TS1着岸）

7,000TEU級船舶
（TS2着岸）

≪飛島南側ターミナルにおける大型船二隻同時着岸の事例≫

9,000TEU級船舶
（TS1着岸）

7,000TEU級船舶
（TS2着岸）

整備前 整備後

７

NYK DEMETER
（4,882TEU）

（資料：名古屋港管理組合公表より）

≪世界で就航する基幹航路の船型シェア推移≫

大水深岸壁の整備により
基幹航路の大型化に対応

29% 35% 41% 46% 53% 61%
72% 70% 73% 81% 85%

71% 65% 59% 54% 47% 39%
28% 30% 27% 19% 15%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

8,000TEU未満 8,000TEU以上

水深16m岸壁
が必要なコンテ
ナ船が増加

３. 事業効果の発現状況（大型コンテナ船の投入・連続バースによる運用）

ONE HAMBURG
（8,212 TEU）

基幹航路

東南アジア航路

TS1(16m,350m) TS2(16m,350m)

月曜日

火曜日

水曜日

木曜日

金曜日

土曜日

日曜日

≪飛島ふ頭南側コンテナターミナルに就航する北米西岸向けの航路≫
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〇中部地域では、南海トラフ地震の発生が懸念されており、名古屋港周辺でも震度6強の震度が予想されるなど、甚大な被
害が懸念される。政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会では30年以内の発生確率約70～80％とされている。

〇大規模地震対策として、発災後の幹線貨物輸送機能の確保等のため、名古屋港において耐震強化岸壁を整備している。
〇TS2では、名古屋港における基幹航路貨物のうち約4割を取扱っており、コンテナ利用企業は災害時も円滑な貨物輸送の

継続を求めており、当該航路に耐震機能を有するとは、企業立地にも影響するなど中部経済の発展に重要である。

３. 事業効果の発現状況（災害時における幹線貨物輸送の海上輸送拠点）

≪名古屋港における幹線貨物輸送用耐震強化岸壁≫（令和３年現在）

（資料：中部地方整備局資料より作成）（資料：内閣府・愛知県ウェブサイトより）

≪南海トラフ地震における想定震度分布≫ ≪東日本大震災における岸壁被災状況（茨城港常陸那珂港区の事例）≫
ひ た ち な か

名古屋港周辺では震度6強

の揺れが想定

【通常岸壁】 陥没 → 利用に向け復旧作業が必要 【耐震強化岸壁】 異常なし → 発災直後から利用可能

ふ頭名

岸壁名 TS1 TS2 T2 T3

水深（ｍ） 16 16 14 12

延長（ｍ） 350 350 350 350

主要航路

飛島ふ頭南側 鍋田ふ頭

中国
韓国

東南アジア

北米
欧州


Sheet1

		ふ頭名 トウ メイ		飛島ふ頭南側 トビシマ トウ ミナミガワ				鍋田ふ頭 ナベタ トウ

		岸壁名 ガンペキ メイ		TS1		TS2		T2		T3

		水深（ｍ） スイシン		16		16		14		12

		延長（ｍ） エンチョウ		350		350		350		350

		主要航路 シュヨウ コウロ		北米
欧州 ホクベイ オウシュウ				中国 チュウゴク

								韓国 カンコク

								東南アジア トウナン





【機密性２情報】
作成日_作成担当課_用途_保存期間
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【機密性２情報】		
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【機密性２情報】		






ＤＰＬ名港弥富
（2020年11月着工・弥富市）

CPD名古屋みなと
（2021年4月着工・港区）

≪名古屋港を利用する主な物流施設の立地状況≫

９

〇TS1/TS2の整備により、大水深岸壁が整備されたことにより、名古屋港のコンテナ貨物取扱能力が増加し、平成30年には過去最大
の取扱となる270万TEUを記録。飛島ふ頭地区のコンテナ貨物取扱量は約30年で約3倍に増加。

〇名古屋港は背後の道路ネットワークとのアクセスの利便性があり、整備による効果として、新たな物流企業の立地やコンテナ利用が
促進。

〇飛島ふ頭南側コンテナターミナル（ＴＳ１，ＴＳ２）が担う、背後圏域は広域となり、また名古屋港周辺への物流施設の立地
が相次ぐなど、今後も名古屋港のコンテナ貨物取扱の需要は拡大するものと考えられる。

• 名古屋港コンテナターミナルが近傍にあり、海外への配送拠点として
優れた場所である。

• 名古屋港から名古屋第二環状自動車道ICを利用し、東日本・西
日本向けの広域配送拠点としての利便性を備えた場所である。

３. 事業効果の発現状況（定性的な効果：新たな物流施設の立地）

≪名古屋港を利用する民間企業と投資状況≫

≪飛島ふ頭地区のコンテナ貨物取扱量の推移≫

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H1 H4 H7 H10 H13 H16 H19 H22 H25 H28 R1

（万トン）

94号供用

（H3.4）

93号供用

（H9.4）

TS2供用

（H17.12）

TS1供用

（H20.12）

出典：名古屋港管理組合 「名古屋港統計年報」より作成



コンテナ荷役効率化のための先進的な取り組み

３. 事業効果の発現状況（定性的な効果：先進的な取り組み）

１０
写真提供：名古屋港管理組合

遠隔自働RTG
（ラバータイヤ式ガントリークレーン）

世界初 日本初

AGV
（自働搬送台車：Automated Guided Vehicle）

•ターミナル運行管理システムから無線通信により自働制
御される無人のコンテナ搬送用台車を日本初導入。

•ターミナル運行管理システムとの連携で、24時間自働荷
役・搬送が可能。

•本船とヤードのコンテナ受け渡し時に利用。

• RTGとして世界初の遠隔自働化を実現。
• 管理棟内から無人の自働ＲＴＧを遠隔操作。
• 1人でガントリークレーン4台を遠隔操作。

遠隔操作

三菱重工(株) 製作

（株）豊田自動織機 製作

（出典）八千代エンジニアリング HP

〇飛島南側コンテナターミナルでは無人の自働RTGの遠隔操作による荷役が行われている。また、日本初の無人のコンテナ
搬送用台車（AGV）が導入されており、自働化・省力化が進んでいる。

写真提供：飛島コンテナ埠頭（株）



※数値は割引後の値である
※四捨五入により合計値が合わない場合がある

１１

項目 内容
金額
（億円）

便益(B)

整備効果
通常時の貨物輸送コストの削減効果 3,616

大規模地震時の幹線貨物輸送コストの削減効果 54

残存価値 ふ頭用地の残存価値 15

合計 3,684

費用（C）

総事業費 初期投資費用＋更新投資費 1,475

管理運営費 維持管理費用 12

合計 1,488

費用便益比（B/C） 2.5

４. 評価のまとめ

（１）便益算定結果

（２）効果の発現状況（主な内容）
【投資・雇用の創出、地域産業の活性化】

・名古屋港利用の利便性が向上し、企業の新規立地や設備投資が進展し、雇用が創出
・自動車関連企業をはじめとする幅広い産業の国際競争力の向上に貢献
・被災時においても耐震強化岸壁を活用した海上輸送が可能となり、背後企業が事業を継続し、社会・経済活動を維持
することが可能

【CO2削減効果】
・陸上輸送距離の減少に伴う排出ガス削減量の試算：約4,200 t-C/年



１２

（３）今後の事後評価の必要性

〇本事業は、整備目的を達成していると判断できるため、改善の必要はないと考えます。

（４）改善措置の必要性

〇現時点では、同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直し等の必要はないと考えます。

（５)同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

４. 評価のまとめ

〇本事業は整備目的どおりの効果が発現していることから、今後の事後評価の必要性はないと考えます。
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